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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第49期
第２四半期
連結累計期間

第49期
第２四半期
連結会計期間

第48期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 62,973 30,925 138,502

経常利益 (百万円) 1,147 104 5,105

四半期(当期)純利益 (百万円) 456 276 221

純資産額 (百万円) ― 82,742 84,046

総資産額 (百万円) ― 144,150 150,060

１株当たり純資産額 (円) ― 1,292.80 1,314.00

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 7.45 4.52 3.62

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 54.93 53.63

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,926 ― 6,675

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,684 ― △10,750

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,031 ― 10,696

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 17,397 16,255

従業員数 (名) ― 7,371 7,271

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　ておりません。

　　　 ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　 ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年９月30日現在

従業員数(名) 7,372

(注) 従業員数は就業人員であります。 

　

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年９月30日現在

従業員数(名) 1,148

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。
　

品目 生産高(百万円)

ビルドアップ・パッケージ基板 8,451

多層プリント配線板 9,096

両面プリント配線板 6,094

その他 6,969

合計 30,612

(注) 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。
　

品目 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

ビルドアップ・パッケージ基板 7,648 10,676

多層プリント配線板 8,997 11,415

両面プリント配線板 6,403 8,546

その他 7,244 1,969

合計 30,294 32,607

(注) 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績
当第２四半期連結会計期間における販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

　

品目 販売高(百万円)

ビルドアップ・パッケージ基板 8,287

多層プリント配線板 9,058

両面プリント配線板 6,522

その他 7,056

合計 30,925

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　
(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世

界経済の急激な減速により、消費の停滞や設備投資の減少等、企業の収益悪化がより鮮明になりつつあ

り、先行きへの不透明感は一層高まっております。

　電子部品業界におきましては、薄型テレビをはじめとしたデジタル家電の伸び悩みや、携帯電話の販

売不振、自動車関連機器の世界的な生産調整等、需要環境は全般にわたり大変厳しい状況に直面してお

ります。

　このような状況下において、当社グループは受注確保に向けて積極的な営業活動を推進してまいりま

したが、主要顧客であるデジタル家電メーカーおよび自動車関連メーカーの生産調整の影響が想定以

上に厳しかったことに加え、為替が急速に円高に進行したことにより、当第２四半期連結会計期間の売

上高は309億２千５百万円となりました。

　利益面につきましては、徹底的なコスト削減を実施し、収益確保に努めてまいりましたが、前述のよう

な世界的な規模での売上高の減少に加え、特に操業開始間もないタイ工場がこの影響を受けて本格的

なフル稼働が予定より大幅に遅れ、これが収益を大きく圧迫した結果、当第２四半期連結会計期間の営

業利益は１億３千５百万円と苦戦を余儀なくされました。

　以上の結果、経常利益は１億４百万円、四半期純利益は２億７千６百万円となりました。

　所在地別にみますと、日本国内は売上高は208億５千万円、営業利益は６億３千４百万円となりまし

た。中国地域は売上高は63億２千８百万円、営業利益は４億７千４百万円となりました。東南アジア地

域は売上高は29億２千２百万円、９億９千５百万円の営業損失、欧米地域は、売上高は８億２千４百万

円、営業利益は１億２千５百万円となりました。
　
(2) 財政状態の分析

流動資産は、前連結会計年度末に比べて3.9％減少し、685億５千９百万円となりました。これは、現金

及び預金が11億４千１百万円増加し、受取手形及び売掛金が30億７千４百万円減少したことなどによ

るものであります。 

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて4.0％減少し、755億５千１百万円となりました。これは、有形

固定資産が24億８百万円、投資有価証券が７億８千２百万円減少したことなどによるものであります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて3.9％減少し、1,441億５千万円となりました。 

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて1.6％増加し、403億７百万円となりました。これは、支払手形

及び買掛金が37億３千７百万円減少し、短期借入金が42億８千７百万円増加したことなどによるもの

であります。 

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて19.9％減少し、211億円となりました。これは、長期借入金が55

億８千７百万円減少したことなどによるものであります。 

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて7.0％減少し、614億８百万円となりました。 

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.6％減少し、827億４千２百万円となりました。これは主と

して、為替換算調整勘定が11億２千７百万円減少したことなどによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第１四半期連

結会計期間末に比べ６億１千８百万円増加し、173億９千７百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

　当第２四半期連結会計期間における営業活動の結果、得られた資金は39億３千５百万円となりまし

た。収入の主な内訳は、減価償却費23億２千７百万円、売上債権の減少額19億８千５百万円であり、支出

の主な内訳は、仕入債務の減少額７億１千２百万円であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

　当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は36億６千８百万円となりまし

た。これは、主に国内における高付加価値製品製造設備並びにタイ王国の現地法人へ設備投資を行った

ことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

　当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は３千１百万円となりました。こ

れは、主に長期借入金の返済による支出25億２千６百万円などによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は312百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 227,922,000

計 227,922,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,060,16463,060,164
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 63,060,16463,060,164― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 63,060 ― 22,306 ― 22,063
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,850 12.45

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,320 5.27

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 2,845 4.51

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４Ｇ)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,737 4.34

中山　登 東京都国立市 2,653 4.21

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 2,576 4.09

財団法人電子回路基板技術振興
財団

東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 2,500 3.96

松下電工株式会社 大阪府門真市門真1048番地 1,860 2.95

みずほ信託　退職給付信託　日立
化成工業口　再信託受託者　資産
管理サービス信託

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,822 2.89

みずほ信託　退職給付信託　東京
都民銀行口　再信託受託者　資産
管理サービス信託

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,745 2.77

計 ― 29,910 47.43

(注) １　上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　　　　　　 7,791千株(12.36％)

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　　　　　　 2,085千株(3.31％)

　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４Ｇ)　　　　 2,737千株(4.34％)

２　みずほ信託退職給付信託日立化成工業口再信託受託者資産管理サービス信託1,822千株は、日立化成工業株式

会社の信託財産であります。

３　みずほ信託退職給付信託東京都民銀行口再信託受託者資産管理サービス信託1,745千株は、株式会社東京都民

銀行の信託財産であります。

４　松下電工株式会社は、平成20年10月１日にパナソニック電工株式会社に商号変更しております。

５　上記のほか、当社所有の自己株式1,812千株があります。

６　当第２四半期会計期間において、株式会社みずほコーポレート銀行から平成20年８月22日付で関東財務局長に

提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成20年８月15日現在で以下の株式を所有している旨の報

告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 2,576 4.09

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 3,109 4.93

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号 185 0.29

計 ― 5,872 9.31
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７　当第２四半期会計期間において、住友信託銀行株式会社から平成20年８月22日付で近畿財務局長に提出された

大量保有報告書(変更報告書)により、平成20年８月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 5,316 8.43

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,812,300
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

61,176,200
611,762 同上

単元未満株式
普通株式

71,664
― 同上

発行済株式総数 63,060,164― ―

総株主の議決権 ― 611,762 ―

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式86株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本シイエムケイ株式会社

東京都新宿区西新宿
六丁目５番１号

1,812,300 ― 1,812,300 2.87

計 ― 1,812,300 ― 1,812,300 2.87
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,086 876 815 748 772 747

最低(円) 730 722 710 647 629 583

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　　　該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

　　　該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役執行役員常務
海外営業部長
全社営業担当

取締役執行役員常務
全社営業担当

山 口 　勉 平成20年７月１日

取締役執行役員常務
生産技術統括部長
中国担当

取締役執行役員常務 高 井 建 郎 平成20年７月１日

取締役執行役員
品質保証統括部長
全社品質・環境担当

取締役執行役員 中 山 明 治 平成20年11月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号)附則第７条第１項第５

号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新宿監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,414 16,273

受取手形及び売掛金 37,543 40,617

有価証券 89 124

商品及び製品 4,816 5,200

仕掛品 4,489 4,511

原材料及び貯蔵品 2,502 2,684

その他 1,717 1,954

貸倒引当金 △14 △34

流動資産合計 68,559 71,332

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 25,322

※１
 27,473

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 24,849

※１
 26,009

土地 11,453 11,529

建設仮勘定 1,267 487

その他（純額） ※１
 1,137

※１
 938

有形固定資産合計 64,030 66,438

無形固定資産

のれん 730 791

その他 682 833

無形固定資産合計 1,413 1,624

投資その他の資産

投資有価証券 7,036 7,818

その他 3,112 2,843

貸倒引当金 △40 △40

投資その他の資産合計 10,107 10,621

固定資産合計 75,551 78,684

繰延資産

社債発行費 38 43

繰延資産合計 38 43

資産合計 144,150 150,060
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,374 19,112

短期借入金 11,366 7,079

未払法人税等 500 543

賞与引当金 1,068 787

役員賞与引当金 39 90

受注損失引当金 115 111

事業構造再編費用引当金 291 291

その他 11,550 11,653

流動負債合計 40,307 39,669

固定負債

社債 5,500 5,500

長期借入金 14,160 19,748

退職給付引当金 707 672

役員退職慰労引当金 212 210

その他 519 213

固定負債合計 21,100 26,344

負債合計 61,408 66,014

純資産の部

株主資本

資本金 22,306 22,306

資本剰余金 22,063 22,063

利益剰余金 36,312 36,211

自己株式 △2,621 △2,620

株主資本合計 78,060 77,961

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 498 770

繰延ヘッジ損益 △1 △1

為替換算調整勘定 624 1,751

評価・換算差額等合計 1,121 2,521

少数株主持分 3,560 3,563

純資産合計 82,742 84,046

負債純資産合計 144,150 150,060
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 62,973

売上原価 56,438

売上総利益 6,534

販売費及び一般管理費

従業員給料及び賞与 1,468

役員退職慰労引当金繰入額 23

賞与引当金繰入額 215

退職給付引当金繰入額 55

役員賞与引当金繰入額 12

その他 3,673

販売費及び一般管理費合計 5,448

営業利益 1,086

営業外収益

受取利息 61

受取配当金 58

有価証券売却益 18

持分法による投資利益 51

その他 530

営業外収益合計 721

営業外費用

支払利息 477

その他 181

営業外費用合計 659

経常利益 1,147

特別利益

固定資産売却益 5

投資有価証券売却益 5

その他 6

特別利益合計 17

特別損失

固定資産売却損 67

固定資産除却損 100

投資有価証券評価損 159

特別損失合計 327

税金等調整前四半期純利益 837

法人税、住民税及び事業税 330

法人税等調整額 △1

法人税等合計 328

少数株主利益 53

四半期純利益 456
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 30,925

売上原価 28,132

売上総利益 2,793

販売費及び一般管理費

従業員給料及び賞与 766

役員退職慰労引当金繰入額 12

賞与引当金繰入額 92

退職給付引当金繰入額 15

役員賞与引当金繰入額 △7

その他 1,779

販売費及び一般管理費合計 2,657

営業利益 135

営業外収益

受取利息 28

受取配当金 2

有価証券売却益 1

その他 242

営業外収益合計 275

営業外費用

支払利息 230

持分法による投資損失 1

その他 75

営業外費用合計 307

経常利益 104

特別利益

固定資産売却益 1

投資有価証券売却益 5

その他 4

特別利益合計 12

特別損失

固定資産売却損 62

固定資産除却損 64

投資有価証券評価損 159

その他 △1

特別損失合計 284

税金等調整前四半期純損失（△） △168

法人税、住民税及び事業税 △486

法人税等調整額 3

法人税等合計 △483

少数株主利益 38

四半期純利益 276
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 837

減価償却費 4,529

受取利息及び受取配当金 △120

支払利息 477

為替差損益（△は益） △322

持分法による投資損益（△は益） △51

有形固定資産売却損益（△は益） 61

有形固定資産除却損 79

投資有価証券評価損益（△は益） 159

売上債権の増減額（△は増加） 2,288

たな卸資産の増減額（△は増加） 328

仕入債務の増減額（△は減少） △2,893

賞与引当金の増減額（△は減少） 281

その他 849

小計 6,504

利息及び配当金の受取額 117

利息の支払額 △419

法人税等の支払額 △275

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,926

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 62

有形固定資産の取得による支出 △5,627

有形固定資産の売却による収入 34

無形固定資産の取得による支出 △42

投資有価証券の取得による支出 △9

その他 △101

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,684

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 4,949

短期借入金の返済による支出 △314

長期借入金の返済による支出 △3,316

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △237

債権売却の増減額（△は減少） 425

自己株式の取得による支出 △1

自己株式の売却による収入 0

配当金の支払額 △306

少数株主への配当金の支払額 △167

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,031

現金及び現金同等物に係る換算差額 △132

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,141

現金及び現金同等物の期首残高 16,255

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 17,397
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　　　たな卸資産

　たな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連

　結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業

　会計基準第９号)が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法(貸借対照表価額については

　収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定しております。

　　この適用による当第２四半期連結累計期間における損益への影響はありません。

(2)　連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　

　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修

　正を行っております。

　　この適用による当第２四半期連結累計期間における利益剰余金及び損益への影響は軽微であります。

(3)　リース取引に関する会計基準等の適用

　「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月

  30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平

　成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期

　間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

　法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上

　しております。

　　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方

　法によっております。

　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

　期首に前連結会計年度末における未経過リース料残高又は未経過リース料期末残高相当額を取得価額と

　して取得したものとしてリース資産の計上する方法によっております。

　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結会計期間末の固定資産にリース資産

　が548百万円計上されております。なお、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

　税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用

しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　113,686百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　112,091百万円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 17,414百万円

預入期間が３か月超の定期預金  △17    　

現金及び現金同等物 17,397百万円
 
　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 63,060,164

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,812,386

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 306 ５ 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

 配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 306 ５ 平成20年９月30日 平成20年12月８日

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

当社グループはデリバティブ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので該当

する事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

(共通支配下の取引等)

当社は当社の連結子会社であるシイエムケイパッケージテック株式会社と平成20年７月１日を

もって合併することを平成20年４月25日開催の当社取締役会において決議致しました。

 

１．結合当事企業の名称、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

　　　引の概要

       (1)結合当事企業の名称

　　　　　　・結合企業

名称 事業の内容

日本シイエムケイ株式会社　(当社) プリント配線板の製造及び販売
　

　　　　　　・被結合企業

名称 事業の内容

シイエムケイパッケージテック株式会社　 プリント配線板の製造及び販売

　

       (2)企業結合の法的形式

　　　　　当社を存続会社、シイエムケイパッケージテック株式会社を消滅会社とする共通支配下に

　　　　おける吸収合併であります。

　

       (3)取引の目的を含む取引の概要

　　　　　次世代のプリント配線板事業であるパッケージ並びに部品内蔵事業を開発から量産まで一

　　　　元化させ、国内事業の大きな柱とすることを目的に吸収合併を行うものであります。なお、

　　　　合併による新株の発行及び資本金の増加はありません。

　

２．会計処理の概要

上記取引は、「企業結合に係る会計基準」に定める共通支配下の取引等に該当するため、「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」206項に基づき処理致します。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

 当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連

 結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

 全セグメントの売上高の合計、営業損益の合計額に占める「プリント配線板事業」の割合がいず

 れも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(百万円)

中国
(百万円)

東南アジア
(百万円)

欧米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

20,8506,328 2,922 824 30,925 ― 30,925

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

649 3,115 532 ― 4,297(4,297) ―

計 21,4999,444 3,454 824 35,223(4,297)30,925

営業利益又は営業損失(△) 634 474 △995 125 238 (103) 135

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

日本
(百万円)

中国
(百万円)

東南アジア　

(百万円)

欧米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

43,61912,2685,363 1,72162,973 ― 62,973

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,222 5,831 845 ― 7,899(7,899) ―

計 44,84218,1006,209 1,72170,873(7,899)62,973

営業利益又は営業損失(△) 2,157 805 △1,896 251 1,318 (232) 1,086

(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。
①　中国……………中国、香港
②　東南アジア……シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ
③　欧米……………ベルギー、アメリカ
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

中国 東南アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,187 3,274 896 1,016 11,375

Ⅱ　連結売上高(百万円) 30,925

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

20.0 10.6 2.9 3.3 36.8

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

中国 東南アジア ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 11,952 6,125 1,785 2,146 22,009

Ⅱ　連結売上高(百万円) 62,973

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

19.0 9.7 2.9 3.4 35.0

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
２　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。
３　各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。
①　中国……………中国、香港
②　東南アジア……シンガポール、インドネシア、マレーシア、タイ
③　ヨーロッパ……ハンガリー、チェコ、スペイン
④　その他の地域…アメリカ
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,292.80円 1,314.00円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 82,742 84,046

普通株式に係る純資産額(百万円) 79,181 80,482

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 3,560 3,563

普通株式の発行済株式数(千株) 63,060 63,060

普通株式の自己株式数(千株) 1,812 1,810

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

61,247 61,249

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 7.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 456

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 456

普通株式の期中平均株式数(千株) 61,249
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 4.52円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 276

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 276

普通株式の期中平均株式数(千株) 61,248

　

(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

(自己株式の取得)

当社は、平成20年11月7日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて

適用される同法156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を行うため。

２．取得の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　(1)取得する株式の種類　　　　 当社普通株式

　(2)取得する株式の総数　　　 　250万株(上限)(発行済株式総数に対する割合3.9％)

　(3)株式の取得価額の総額　　　 10億円(上限)

　(4)取得する期間　　　　　　　 平成20年11月10日から平成21年１月30日

　

(連結子会社の解散にともなう連結業績への影響)

第１四半期連結会計期間で記載いたしました、当社連結対象子会社であるP.T. CMKS

INDONESIAの解散にともなう影響は現段階では未確定のため、連結業績に与える影響が大きい場合に

は、確定し次第お知らせいたします。

　

２【その他】

平成20年11月７日開催の取締役会において、平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載

または記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとおり第49期中間配当を行うことを決議いたし

ました。

①　中間配当による配当金の総額 306百万円

②　１株当たりの金額 ５円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月8日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月６日

日本シイエムケイ株式会社

取締役会　御中

　

新宿監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　壬　　生　　米　　秋　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　末　　益　　弘　　幸　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　橋　　本　　喜　　一　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

シイエムケイ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平

成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本シイエムケイ株式会社及び連結子会社の

平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成20年11月７日開催の取締役会において、自己株式の取得に関

する決議をしている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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